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米過剰時代における稲作生産力の地域性

一一一 1969~1986年を中心に一一一

1. 本稿の目的と構成

本稿のH的は米過剰への対応策としての、米/主
産調整対策と自主流通米制度の 2施策の実施ドで、

農業の地借的機材jがし、かに変化したかを杷梶する

ことである O さて、 2施策はともに1969{fに発足

するが、第3次，Ii米累憎をも契機に、 1986{f11) j 

農政審報~ff 121 \t t*己へ向けての民政の)I~本)j[白JJ

が示され、稲作規模拡大を基本線とした、 -屑の

競~ft )J~WHが{ìで 1~li される O そのn.g!が 1987{1:以降 6

カ年間の 1J.K 1 11農業確注文、I策Jと、 1990"1:以降の
1['1主流通米1，lIi栴形成機構」のi皐人とであった。

一庁、コメ dj場開放I1¥J題の遅行は、 1986{1:9 J jで

あったが、 1991年12Jj 4日付、 t初日新聞によれば、

ウルグアイ・ラウンドのジュネーブでの交渉で、

政府はこれまでの「食縄安全保附論」を町とした

コメ輸入の全IflIrl![fiの盗勢を、関税化を避けるも
のの ;~I)分輸入へ変えると 1 iうO ともかく、内政 L

の米穀政策はIU場開放|問題と、ド行して、すでに一

同の競ノ'jtJJ;iJIHを導入してきた。かような山政の}j

向性のもとでの、稲作地Ji;;構成への 2施策の;J51界
}Jの分析は、 一}r()の競ノftJJ;iFHの導入の1"C Ijijで、ひ

とまず、|リ]/J~ されるべき十1:格を Hえている。かかる

判断から、イメ杭の資料分析のltJm¥Jは19G9'"""1986"ド
までとし、 ー)iyjの競"'ftJJ;iI'Hの導入以降の分析は今

後の課題としたい。

ノネ~~:':j の十!恥&:はつぎのようである。 2. で 1986{1:

現イヒで、の米必要状態を料見する。:3.で令1kIJ~~ 業

地域帝IHIベ分(11地1)(:)を民業地，li川，"iはの :l地lベ紅i

}r;'~として'字1k!する。ついで、 31山|メ fÚJ';')， IIU の稲作

ブロパーでの*1'F¥1町村|造性を併11)]するいそのう}析

mtl!は米収陛ld;の則定要素としての、 fl:H;jI'JI出卜
の水稲fI:十j'I(，Ih'iの:fUJI(，j・水I11九日!岩本・ 10アール、1/，

たり米以lit(以卜巾収という)のi'l'び中、および

収益性折隙としての、米IIlliカノ〈ーギ(政I{J'{l人米

1111し/米/卜，Ji(1'i総街 60旬、'iたり)I )である u

さて、 .3.での市，，;全性を/1:，む以氏1'1<)t; Ijイ午とし
ての、米中)J，Ui

日付

井 上寛和

とのJt;・奈は、つぎのように行なうO すなわち、 4-

1.で lìíJ{í'の交付方法を 1986作事例で示し、全 IJ~I

農業地域ーへの影響力を検Hする o 4 -2.で扱う

['1 主流通米制度の展開過料は本制度米の出回りほ

と'1:，咋-li1rJli棉形成・建似 C¥ri]米の在IJ購入1，10絡)の

動liljとの関係で杷桜し、 4JUJ以分される。この時

系列の分析の断面として、 1976{1:・1986年を採っ

て、 1-3.で本制度米の{f\~工法幣たる米 l日l 椅構

成の地域(1<1配置を論究するO 従米、米品質(本制

度米では食|味;uは L地'I:.JJ())の規定要素として
は、「触れJとして倣われていたが、本制度のx
胞は食|味jCを t地生咋)J の]，~tl:Aえたらしめている。
5.で今後の米過剰への対応策のれ.り方を模索す

るO

2. 米需要の動向

1987"1:，米穀年度で、の米両車内のl試算はつぎのよう

である口日)総供給日1，267(1986{f:l0J]庄司002・

1986{1:作米1，1(5)}j t 、総ii'ii'ifl:I(，]irl:l，045 C刊二

]I({i' J:.食J11171・¥riJFR(J1l11・ ム般家庭L食)1]471・

f;1，i米25・洲米35-うち洲)sH通米6・業務川米171・
乍校給食11・1'1待jl採焔，F.施li立3 • JJ;i中|米一{山川途

不，]川米:~5 ・推定 1'，の縁故米・ll';~'0米・ィミ l卜:川流通

米109) )jtおよび1987"1: 1 0) j {!:J，IT222} j tである。

1978作米1i'iï'i拡大j~JHì)J の IHJ始をよそに、 "1:II¥J 1 

人、liたり米?i'1t*itjl: (‘般家!丘:]':食川ピーク 1962"1:

118 ， 3 ・ 1975"U58 ， l ・ 1~)86" ド8 1. 0 ・ 1988" ド7 1. 0 、 '1:，

I;(!i ]':食JI]1975"1: 116，0・1986"1: 11:3.3・1988年
1()[).7kど)は低卜している。 I":JJ江料済成以ltJJ以降

の就業情itjの変化は、本版十l"il点の骸家肱化を(起し

た() 'iiの/トJ市水準の卜ケ"とも，f(なって、家)定いl

のf工作所十;じには米1i'it1ii，(のい"代X:を1'1そいつつ、'米
長J共llxN"jはを米~:fff.れさせたのこの際、米離れの辿

!大|には、 !¥)()O年代後、|ζでのョ!とfdli丸l比米fdliの，'，':julli棉

策や、 1~)76{1: までのγ:校給食における米JI:.)(、I象 JIlll

Ilf山内!という、外ぅ!({f<{{後ーも行過し仰ない。心ー、

鉄鋼・イi}II，化乍にも比hjされるべきl¥'，:iio'，'にまで成



iえした外食陀業の成長の'11で、業務J!J米の;lJ要は

J干しく {IIJ長してきた。そのii'jY'iの↑'l:状が必'，)，iIY-Jよ
りも|笛志的であるとはパーえ、多岐な食I味Nを求め

る点は、家庭!日米が~11米ぶIl'J (年間消費jlHr}1 

人、liたり標準価絡米の購入i註1975年28.9・1985年

10.6・1990{ド8.6kg) を強める点とは対照的であ

るO ところで、以来:1米は本来的には屑米(ちなみ

に、米穀検fiでのm栴外)f(:{ftはIllfn]V)総量:の約3
%)を主体としたが、米過剰ドでの放tJ¥rii米(政

府口人{dli棉の10%で放IID、ひいては1984年以降

での他川途利川米(転作のI認定作物で、あり t食川

政府民人仙栴の54%に十tl勺)および1987年以降で

のiLj要開発米と、 if'Jt'i[止をIViやしている。

3.地区類型としての稲作の比較

家政小f主将?:?での{f機構成(民機只賀/家紋労

働t'i)の，'，，'J本化は、家阪労働t'iの低ド分だけ農業

所f~J.を減少させる。その文、Ht;策(卒者'Ff耕地の拡大・

集約件 11 への転換・続業化)が、 Jk+-，:?.t~政見Ij以

降での 11本山業の地，!日構成の形成!夏休!となってい
る:， )かかる制}，'，(を蚊fijして、 1969---1986年への

動態を観察しつつ、全1k]/;;J:業地域制111ベ分を 31"山lベ

UiJ\'~へ糾めてみよう o CIヌ]1a ---c )。まず、 1'1:.

，;(出来lifr幻統1;I'Jにより、 1969{1':対比1986'.f:i;;J:業

中Il'I:.'市街dillび本の全|氏]M((219%) 以 1'.の地1><:

(北海道・ IJLjW:Jヒ・ wiUヒ・ Jヒ|見Iw• Jヒ九州.r'7:j 
九州、1-;¥ JI;rD を11);J11"するつ〕いで、 lω986引{1ド:稲r刊作|ド:{依J衣〈
{ メρユキ宇 陥f作/介午|ドド?判1判川|日l'刊性ト七い1宇0Jl川凶此!ジ川パ昨礼布ヰ(:ぐCff

をAJ刊引l「刊リJJ地山|以ベで!附1，(開(計(f什、Y「したiμ?必弘必‘f介、7?、IrI，juiJl以外の外地|ズ
はその令1k]fp'(以卜となっている口 -庁、 A川1;')以外

の外地|ズを、 196911~稲作依イf一本が寸でに 1986 1 r1r d

全1k]UI'(以卜に全IJ注していた地lベ(1半jJ泊以・W:III・

w海・|叫1k]-f3 }fj')) と伐余の地lベ CIヒ|培・近畿・
1111(t・111似-C}¥I)Jに|メ分するにJ なお、 IrI，jwJじは

出来干1l'1:.';(存Mljlひょ本の1山中↑!I:U)札H処が、 filif
ノ
Hf<イ{

中の!日iヰzt'l:と J!!li総ではJ!!f;l ¥のでに";')へ}"I}!;.r¥させる。
さて、これら :1J山1)く紅!j|iリ(土lD凶作(山、来センサ

スIU) 半世'，;;\'n;tL~JJIJI Î 数では、つぎのように.!J~われ

る J すなわち、 ì j'l会申告II~;れ ほ文字(八JI;'!t18・1j JI;')fi:l・

C JI;'Wfi91S)・稲1'1:1')'1.村川"')，1:二本 ( A }fj') 2/1・13 }fj') 

28. C JI;')fi，l?/ii) • fiTI1'I}')，外ij'l半世'?:¥)Ij;文中 (八 JI;I)

21・13JI;')2fi・CJI;')II%)・rUtiHT;;JI数本 (1¥ JI;'~ 

fi2・¥)JI;'H7 • C JI;' J:) fï%) である U ここで、 1~17 Cl 11~

)，.~iír1 ~)8fï11~ 稲1'1:fj'!. .帝王'日)ItYC})tfit交を求めると、

59 

A J\~での稲作以外単一経営と後合経常との高率性

は、その15カ年間での稲作単一経営からの転換の

結果であることを確認し得る。

さらに、 3地区類型を1986年農業粗生産額中の

集約作H依存率・兼業化指標(農外所得依存率・
第2種兼業農家率)・ l戸当たり水稲作付面積の

諸指標で比較した場合、 A型ースケール型・ B型一

選択的拡大型(以下選択型という)・ C型一兼業

哩'~と命名することが可能である(図 1 b ・d• g)。

では、これら 3地医類型は稲作フ。ロパーの経営

的特色を如何に示すだろうか。まず、単収伸び率

(1984---1987年、v均単収/1967---1970年'F均単収). 
;1<稲作付I面積指数(1986/1969年基準)・水田潰

廃率(1969年一1986年/1969年 m畑成を合む)
の3指標、すなわち、米収穫量の規定要素で分析

しよう(凶 1e)。結果として、①強い水田潰廃

本と作十ljliリ限下に、単収付Iび本全国{f~(以ド(東山・

近畿・LlI陰・ 111陽・阿国)、② 2面積指標が①と

]riJ様であるが、単収高仲び率地区 (1判関東・東海・

|判JU、|、1)、③21面積指標が全同{irfに近いが、単収

イ氏側1び本地IX(両東北・ Jヒ|培・北九州)、④ 2面
積指標が③とl'lJ憾であるが、 tftJtX高{lt!び率地区

(北関東)、⑥全l五H直的ノk川潰!元本(実態はFLI畑成)

と強い作付;tJII限ドに、~p.収 "':j 何I び半地以(北海道)

の5併に分かれるO この結果を地i豆類唱の特色と

して~えた場介、 I11陽を傾とする兼業型地区での

米収穫!止の以返傾ri'Jに対して、スケール明地区と

選択J~'~地以とでの {ljl1d頃 lí'J が|リH隙である O
ところで、米作付制限への3地以類引の対応に

は、 つぎぎ、の 3ιJ九の石-過しjμ1リJぬ料帝和紅科{J初!

;米4伏ミf作う午1'1十什、JJIF;川|じH川)1川|リJ]限叫に人る!け山(j円'j可川川fI川[Iiは的ii泊i江jγ戸ででc、の、 JI~ 本 ì.t l.主政JlJj におけ

るuu川と水川il't廃との1YJ支のji:274が、転作ちへ転
換される!f<111のち級去を大きくした点である O す

なわち、ノ'f<filifノ1+IIIlIluは!と 1'.以"':jとなった1969W
:n7.:5}JhnへIIIJけての推移で、 1955{j'::307，O)j haか

ら点11本
1)
22.8)jhaの川，1)JII (うち北海道9.1・点

以北5.日・ IJLjW:Jじ3.8• J tI ~JW!1.l)jl1él)に対して、

¥JLj 1 1本12.5)jlwの減少(うち近畿3.4・W:ガ1j3.0・

1111場1.6)jh(l) をノJ.;していた心

加2に、米(ノI:H;!JIJ似の緩和WJに羽われた稲作復

十1111ιII，JのJ山I>(X:である O すなわち、米1'1'1、j";!JllliUI(II

wの 1011; ， J を)え 11央して、ノk稲作{、l!(， jh\は 1969{1~317.3

hh ， l から 19R611~228.0)jh:lへの推移の II'rIで、 1972

11 市~~小{[I't:2fiH. 1 ノjha 、 1976{j~州大 Ip1f274 ， ljjha、



図1 稲作地域類型化のための諸指標
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a 農業粗精算額伸び率
r--

86年/69年
』ー
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c 86年単一経営
・稲作単一経営個数率

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

1982年最小値223.0万haを示す。この間、 1972年

極小値から1976年極大値への推移(世界的な異常

気象とオイルショックでの緩和)で、強い稲作復

帰を行なったのは、地区類型でのスケール型各地

区と両東北のみであった(図 1e)。なお、これ

らの地区は1969年から1972年極小値への期間(休

耕に対しても補助金交付)では、逆に高い転作等

達成率で臨み、結果として経営組織の柔軟性を指

摘し得るのであるO

第3に、 1978年--1986年「水田利用再編対策J
がペナルティ方式(公平確保措置・未達成分の次

年度繰り越しと米予約限度量削減)のもとで、飛

躍的な米作付制限面積の達成を強いた際での、そ

の増分の県別割り付けは、傾斜配分方式ではなく、

必
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労
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b.農業粗精算額中稲作依存率

上69年下86年

1 2 3 .4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

d.農家所得中の農外所得率

上86年下69年

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 

均等割方式であった点に注目したし'05)すなわち、
「同対策J1期初年39.1万haから 2期央年・ 1982
年63.1万haへの増分の均等割配分は、割り当て目

標面積の増加率差(全国値61%増以上の地区-西

東北・北陸・両関東・東海・近畿・山陰・山陽)

を結果した(図1f)。この際、兼業型諸地区に

あっては、その対応策はより小規模経営の兼業農

家への割り付けと言う退嬰的手段で臨まれた。な

お、 1987年「水田農業確立対策」初年度77.3万ha

(当年水田面積の30%)の対前年との増分は、再

び傾斜配分方式で臨まれた。市街化区域や低湿地

干拓国の多い市町村では、最早、域内での配分は

均等割以外に方法をもたぬ事例も報告されてい

るO 6) 

-60-



第
130 

110 

90 

70 

50 

% 
260 

220 

180 

140 

100 

% 
130 

110 

90 

70 

50 

e 水稲作付面積変動指数

上1976年/1972年下1986年/1969年
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g.稲作粗生産額伸び率

1986年/1969年
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h.米価カバー率

上1978年下1986年
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註1.地区番号・所属県名 1北海道 2西東北(青
森・秋田・山形) 3東東北 4北陸 5北関東

(栃木・群馬・茨城) 6南関東 7東山(長野・
山梨) 8東海 9近畿 10山陰 11山陽 12四

国 13北九州 14南九州(宮崎・鹿児島) 15全

国。本稿での東日本とは 1'" 5に7を加えた領

第
260 f. r転作等目標面積Jの変動指数

1982年/1978年

220 

180 
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100 

Z 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 1213 14 15 

i. 1986年1，5ha以下層の米販売

農家率 F(-上-E)と米出荷量率(下)
r-
』ー

p四ートー 一 戸・ー』一 一一 一r-- 同・・・
「ー・
r-圃
トー

P・E・ 』・

一一ト園田
』ー

一
一
.... 司

o 1 ' 2 ' 3 '4 5 6 7 ' 8 ' 9 ' 10' 11' 12 13 14 15 

域を指す。「農業センサス」での東日本は北陸東 2県・

北関東・埼玉・千葉以北である。また、本文中、北東

北(青森・岩手・秋田)・東関東(栃木・茨城・千葉)・

北近畿(滋賀・京都・兵庫)と表現するところがある。

2. 各図備考 b図棒グラフ中、東東北は上1986年・

下1969年。以下各図の線グラフの内容。 b図198

6年農業粗生産額中の集約作目依存率、集約作目

は果樹・野菜・花舟・種苗・工芸・養蚕。 c図1

970年に対する1985年稲作単一経営農家戸数の指

数。 d図1986年第2種兼業農家率。 e図丸ドッ

トは1960年代後半に対する1980年代後半の単収

指数。三角ドットは1969'"1986年/1969年水田

面積減少率、右ゲージ。 g図1986年 1戸当たり

水稲作付面積。 h図1986年1.5ha以下稲作経営規

模での米価カバー率、 1986年政府買入米価60kg

生産者手取り価格18，668円を使用。

資料農水省 1970・1985年「農業センサス」、 1986年

産「米および麦類の生産費」、 1969年・ 1986年

「生産農業所得統計」・「農家経済調査」、 1986年

「作物統計」。食糧庁1986年「米穀生産者の階層

別売渡状況調査結果」、「食糧管理月報JVo1.35-
3・Vo1.38-3。
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さて、「生産農業所得統計Jrt'の稲作*11生産額
(米収穫量×推定庭先価格)が米品質生産力差を

も体現しているとみて、その{巾び率 (1986年/

1969年)は地区類型日IJ (全国{1~188 ・スケール守'~

189・選択担172・兼業明199うち、東日本226・丙

114:171%)の差異を現わす。一応、かかる稲作
生産力差に対して、 1986年米価カバー率の地区類

型値(全国値93・スケール引100・選択型89・兼

業明90うち東日本97・IJtIU本82%)が対応するこ

ととなる。従って、 1986年現在、スケール型は稲作

L地生産力で、は、兼業型東日本各地区に追従する

が、コス卜競争では;俄然優位にある(図 1g ・h)。

では、この約20カ年間に、稲作経常規模階層別

の白機構成は~¥かに変化しただろうか。先学によ

る稲作技術の革新期以分7lに照応させて、 1968・

1978・1986年釘機構成を求めた場合 8)、その結

果をつぎのように梶めることが出米る。すなわち、

午態的革新見IJ(1945"""1955年保温折衷苗代など)

をついだ1111化'字的革新期](l956"""1970'r:ド ビニー

ノレ利Jtjなど)では、経営規模間の街機構成差は殆

んどなかった。しかし、物理的革新期 0971，..... 

1979{f rt1刷機械化一貫体系・ i'地基盤整備)に

預って、 U~l農が優位をノJ'す状況となった。とこ

ろが、 1986{1~では小規模階層農家も小型機で一貫

体系を装備したので、 11機構成の階層差は縮小し

た。そして、地区-紅UWIIJの兼業型四u本各地i夫は、
刷肢の福知Wl:のもとで、小型機を戸別に許放させ、
稲作中陀)Jの劣位化とも弔なって、稲作非採算性

の以忠地域となっている。

ともかく、小別棟階!同農家の稲作勝着牲を;+[・

IJLj 日本の対比でみた場合、 1986年1.5ha以ド屑は

米版光出家}i数の，tiイi本(w:r14:68・両日本97%)、
版先ltfのl'j1f;千{(41・84%)、米価カバーギ (87・

80%)となる(以J1 h・i)。かかる状況のもと

で、 1969{1:米収穫世1，380Jjtが1986年では220Jj

t減となるrl1で、東11本構成比は1969{f58%から

1986W64% (移動日70)jt 1986年東海収穫吊:に

相|、Ii)へWIJJIIした点

4. 転作等補助金と自主流通米制度の分析

4 -1.転イ11:守;補助金と出来地域

米川:.JJLViiJ幣対策の補助金体系は基本知・ JJII算制・

米 ìji.~)(X:)j');長の、 3つの要素で構成されている

CHA参j!¥Do JI~本知は転作写態依に J，~~ じた交付-で
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あり、特定作物(米以外の 1'，地平IJ川作物111からfi.忍

定、なお、 1987{l:ftIIl*:1川米に世るまでの稲のl認定
の経過に汁::[j)を以も優遇してきた。加算客員は基

本初への加算の志で、 )i日1]のバラ転作以外の、集

l司的諸対応へ交{、Jする。さらに、末端農家への給

付・に寸たって、米共済qt収15kg増ごとに 1千円を
積む。従って、米iti.以と加算額の有無をも合めた

各態様別補助金との関係は、平行直線として現れ

る9)o

この状況を補助金頃11が故も分化した「水田利

用再編対策」第3JtJJqlから、 1986年を事例として

提示する([文J2 ①~⑥LN線、⑦直線は「水田農

業確立対策」 ドの l態様)。いま、本以ILへ県別

で、の 1986年米11:}rýJiirt~ と稲作 rl作地所得との座

標をドッ卜する O 加えて、県別での1986{f米生産

費単収と稲作t'lflJ出所得・稲作家版労働報酬・稲

作純収益との 3{i'別に、 IfJI11ff¥lJ(線を表示する(図

2 Y1・Y2・Y:111'{線)。本|米JLの3{i'のII'I'MI町
線と転作写態様の作十rtil!JJ令ItJt線との関係から、つ

さぎ、の2 )人点，'，、

Y1と手手符日守4補助く金佳線との平弔;つ¥1山l'汽E可fhl出距I~悼哨浦t肉剖離ff昨1t は、 各々の補助金

額と比較しての稲作rげド地所得のHl失制で、ある。
この際、 その托釘t失よた;はf集長l川d寸叶'J下lドI転|
線、 町野P菜での(③S②D.④11山l'山円島1町f線)を制組lむことで、 パラ転
作(特定作物で、の②¥1'(線、野菜で、の⑥1"(線)まで

の恒夫微を減じねる。 しかし、このよ主成には、集

|寸!転作への組織形成)Jとノk川広幣幣備の進捗度が

条件となる o JJIIえて、この条件は集l.Jj，!iifrを「第

l椅加算J'11のブロックローテーション(北海道

9 ha、行[~附以 3 ha以卜の述1'1t!.J[地移動 ①¥I'f線)

と川~fll輸換(嫌地'f/[:1，，[避の[[的 ③I['i線)および

「第 2柿}JLI'ft):J(地域特)Ji汀こ象徴される集約的転作

④II
J

(線)の 3 行に、*卜JJ対応の経nt5~間去を規

定する O

ヲj2に、 Y2111(線は10アー jレ品川英で、の稲作イlf地

J~~~/F~~で、の、米 rn~)(x: による収品の相 lJ'l をノl\すが、

|文|卜舗の Y2 と④\1'(線のうと )\1，(以卜ーの米 qí，~りょにあっ

ては、「野菜第 2，H1JJI11~l:J が稲作よりイj午IJ となる O

そこでは、「大明日?地出」にえ打!せする Iir"tりよLし
)i'Hl!li j:由民JI lI l は、*約}'~'~*トJ ドliifl: にも参 jliq する

líU りにおいて、 1J午IH'I: を{以 w;'~ され1~J る o ~1 3に、

Y:l ¥I'r:線は位以jjjlJ帝王j:?を採川した財代の、稲作以
誌をぷすものであり、ゴメr!iJ;tjlm放に[1'(1 (IIする現

実の厳しさが1'11併され仰る O



算」のB志向が圧倒的となっている。そして、こ

れら県別での転作等態様の志向性を、前節でみた

地帯構成の地区類型と照合させた場合、スケール

型での有利性と、旺盛な転作対応を観察し得る。

4 -2.自主流通米価格形成の展開過程

現下で流通する米は政府管理米(政府米と自主

流通米)および不正規流通米に分かれる。まず、

3者の価格性格を比較しよう。政府米は1942年食

管法以来、 1949年米価審議会への価格決定の付託

以後も、その価格の事前性・通年固定制を変えて

いない。加えて、硬質米11)歩留り加算(1942--

1988年)・早場米奨励金(1945--1970年)という

局地上の優遇措置も撤廃した。また、より基本的

には二重価格性(政府買入価格>政府売渡価格の

売買逆ざや-1987年以降順ざや化)を算定基準の

相異性で持続しているO ただし、 1969年産地品種

では、実態での1986年県別転作態様の志向性

(図2 A--F記号)を観察しよう O まず、高単

収・高稲作自作地所得群(①直線より上側で文

より右側諸県)での、最も有利な転作態様は「特

定作物第 1種加算」・①直線であるが、現実の志

向はそれに該当するA志向とは別に、「特定作物

パラ転作」・②直線へのD志向が、より高単収・

高収益県でみられる。その理由はY1直線の勾配

が①直線のそれよりも大であり、稲作高収益県ほ

どに、より大規模な集団転作を、より多額の互助

金拠出で組まねばならぬからである。一方、低単

収・低稲作自作地所得群のうち、①直線より上側

の1群では、集団転作3形態の混合としてのC志

向が目立ち、転作への対応が活発である。残余の、

①直線より下側の 1群では、県農政としてA志向

を推進している滋賀・徳島以外、「野菜第2種加

4.2万円 ③野菜第1種加算(団地化田畑輪換)

3.7万円 ④野菜第2種加算(中核農家育成の集

落ぐるみ転作・水田利用率200%以上)3.2万円

⑤一般作物パラ転作・農協預託中の管理転作2.7

万円 ⑥野菜パラ転作・農協預託中の保全管理・

土地改良通年施行2.2万円。⑦「確立対策J1987 
年度一般作物生産性向上・地域営農両加算5万円
2.補助金交付方法上記態様別補助金額を基準収
量 (1986年度453kg・図上Y軸〉に適合させ、共
済単収15kg増ごとに 1千円を積む。なお⑦直線

の基準収量は476kg。

3.回帰直線 (Y，・ Y2・Y3)Y)=各県生産費単
収と稲作作地所得額二純収益+家族労働費+地

代・利子。 Y2=各県生産費単収と稲作家族労働

報酬=純収益+家族労働賞。 Y3=各県生産費単
収と稲作純収益=粗収益一生産費総額。なお、

Y) =271X -68548、Y2=136X-34343、Y3=
125-73750。
4. ドット 回帰直線Y)の基となる各県の座標。た

だし、東京・神奈川・大阪はなし。

ドット上の記号は各県の転作等態様の志向類型

A=①直線志向(特定作物>50%、第 1種加
算>20%) B =④直線志向(野菜>30%、第 2

種加算>20%) c =①・③・④混合志向 Dニ
②直線志向(特定作物>50%、第 l種加算<20

%) E=⑥直線志向(野菜>30%、第 2種加算

<20%) F =⑤直線志向(他用途利用米>20%。
ただし、 CはA・B・D・E・F以外の県を指
す。なお、態様別全国値(特定作物50%・野菜
19%・他用途利用米 9%・第 1種加算23%・第
2種加算14%)。

農水省農産園芸局企画課「水田利用再編対策実

績調査結果表昭和61年度」、同省「米 及び麦

類の生産費昭和61年産」。

5. @ 

稲作収益性と転作地域態様(1986年)
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註1.転作等態様 ①特定作物第 l種加算(土地利用

型作物連担団地)6.2万円 ②特定作物バラ転作



銘柄;j;lJの導入は、政府米をやがて類7JIJ銘州化(1 

・2知米を銘柄米12)という)させた。 --)j、不

lド.別流通米は臼rtl価格であり、過去でのH日出itをよ

そに、 rri1米の卸仲間価格は食l床別の米両安のバロ

メーターの役割lを、そのI~UW供給価格性(スポソト

価格)で黙認されているO

他)j、1'1主流通米1dli栴は、その限界1dli栴;]<rf/~ を

類別化した政府完波1dli栴におくことで保附されな

がら、!主地品開問競ノ[tと良食l味米定要との私1;*を

建1[1¥へ)又l映させる点を特色としている。なお、本

;iilj)支米の某判lで‘あるJln地JIll棺銘柄fJilJの先行形態は
現在契約栽陪ドlこ、すでiit本;tiljl支米である洲ffiHJOi

米では1951'rr、精米では1962{fつとに採川されて
~ ¥ tこO

さて、 1990年 rlと!主流通米価格形成機構J，没¥'r

以Ijijで、は、本制度米の自lti絡決定機関はIJCjL流通協

議会():.食米・柄米・ *;111米・ 1984年以降他JH.i金利

川米の 4部会)であった。うち、主食米郎会 (fti

水行大|目指定の全農・全集述2集向指定法人)の

機能は、政府立案のf-ji.'rfl文米I1制作計凶j卜-で、の本;Iilj

!支米総量を、産地品桶銘刷7JI1に集ィ;;j(限定集ィ'，;jJj

式)して、県知事認、IIJの卸売IJI休上部機関(全料

述など)との問で、協定flHî栴(業界では~Ili如111怖
と|呼んでいた)を決定することであった。より'だ

際には、この価格決定は全f;1i:5支所管帖域ごとに

行なわれたが、Jtu~く文!折は広域流通占IlI種(本:lìlj)交

米の JI~~{~銘柄である山城「ササニシキ」と新潟

「コシヒカリJを合む)のfIlli格決定を独I'iしてい
た。 なお、 福|同胡支文:所での1山江川:1附崎「コシヒカリ」 は7
j 川1 1 1小|ド111旬jでの本制度米の |HllM貯lr~':口ι:.日‘':

であるO

ともかく、協定価格としての本制度米の{dli格形

成の1IIIj.-性は、 1985"-']989 'r 1~ 2段階米価方式(1'1 

主流通日の20%を変動fdli絡部分一入札;!jljの導入)

によって出された。やがて、 1990年 r1111i桁形成機

構」は、年IJへの販先 l:.{本を集何2指定法-人からそ

のドr\~i~f授|珂(全農では各県経済連 品桶別 1)j t 

以上の集計:j能力者へrl~1機構から入札数註を指ノJ~)

へ移行:し、東京・大|以を 2 人~r[j場困とした'rf数1111

の入札制!i絡(取扱総i註は本;liij)支米全量の20%• fdli 

格変動制設定)付けし、もって、販売全日の指紋

fdljf~ とする O

かかる入札価格制の佐伯への導入は、 J己'lY逆ざ

や縮小の終馬j羽と一致しているO ここで|パj逆ざ、や
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縮小策が!具した役割を次式でflfl併しよう O すなわ

ち、本制度米のIJ:.産者のメリッ卜=建前一運賃一

政府白人f!lli栴一発地経費十助成金二食味評価額十

助成金一完n逆ざや絶対伯 発地経費、ただし、
建値二政的¥J己渡価格+食|味iW1，][I傾十運賃で、ある O

なお、食l味ri'F1Itli額十助成金>先口逆ざやの関係ほ

どに、本;jilj).Q米の生産を白不'Jに導くが、この関係

の進展は食|味評価制をより低街!化し件るゆえに、

卸i肖にとってもイj不IJなのであった。

ここで、 1969年"-'1986'rfを 4J~JI)(分して本制度

米のほ的J広大の辿れを辿ろう (1文13)。

第 1JりJ(開始JUJ)1969"-' 1972W 1969'rf 1(0)j 

t什|由iに対して、系統農協の「食管i望持」から86

)j t :!-l{r:jに終るが、 19731f256)jtにまで拡大す

るO このよ円分へは、 1971年予約限度制の導入に際

し、その超過米は政府集。:j(限!交|付の50%価格で

百人)後の流通を、本制度へ委ねたことも寄り-し

ている。本則jにおいて、本;Iilj)支米の流通ルートへ

の助成合の大綱がII~j められ、J:l)また、 1972年米の

物価統制令からの適用除外(主IJI!待人後の米価1'1山

化と出米代法イヒ)を実施した。ヰ:1~1 の Ij:_産者{dlî絡

形成は、先1'1逆ざや価格1Ç~Mì給イt (1972"-'1978) 

に負うところがんである O ちなみに、 4期別の先

買逆ざや本(本JUJ-19.0・2101-36 .4 ・ 31~j-6 ， 7 ・

4期2.2%)をぶしておこう O なお、本WJでは、

政府米をもfTめて、銘柄米焚励金(1972年"-'1978
年)を交付して、 l、'jらo食l味米I1:，咋を企|ヌ|したの
であった。

第 2JOJ (h日LJ~J) 1973W"-'1977W 1974年218

万tに治ち込み、 1977年253)jtと低迷したc 111: 

界的刷版でのyu;?気象と第 1次オイルショソクで、
米h和仙価i日出li而)騰距脆% (什1)万j川米佃iのf出i臼¥.EJ刻D 卜(にじこL己4ツJ光jff日己
児常常，に拡大したO 米作イ、l'市!日~Uが緩和されたが、;日

常f?ともに本;lJij皮米を敬遠したのである。この状況

での本{¥Jlj皮米'Ij(の刺戟策として、 1976年良質米

奨励金 (Aランク米のうち法準2銘柄を超優良銘

柄、その他Aランク米を特定銘柄、 Bランク米を

一般銘柄と 1I子ぶ)が允足した。政~~HY人価格対比

で、のill1lf(指数(1 Wi 銘柄無先日IJで100・本即j

超優良銘柄104・ 一般銘柄引)が、，，'(戯作Jに本則l

の本制度米への敬遠をぶしている O

第 3WJ ({催、ì.J~J) 1978年，-....，1984W 1978年288

ht から 1984W~363Jj t (予約限度超過米31万t・

他山途利川米27)jtを除外)と、政再J米の87%に
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政府買入・売渡銘柄間格差・自主流通米奨励金実額ー 千円
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l∞ 

⑦新潟「コシヒカリ」不正規米東京仲間価格・③ 1類A ランク新潟「コシヒカ 1)J ・⑨ 1類An新
潟「越路早生」・ @2類Bランク秋田「キヨニシキ」・⑧秋田「キヨニシキ」不正規米、③⑨@自主

流通米建値(東京オンレール包装込み60kg)⑦~②は各年政府買入価格で除した百分率。
a政府買入価格(生産者手取価格60kg)b政府売渡価格(1972年以降は政府標準売渡価格) c政府コ

スト価格(政府買入価格+政府管理経費)・ d消費者価格(政府売渡価格+販売業者経費) e A図③の

建値・ fA図@の建値、 a-bは売買逆ざや・ b-cはコスト逆ざや・ d-aは末端逆ざや。なお、

売買逆ざや率とはa-b/a。

凡例・・・良質米奨励金A・Bランク別ただしAは1980--1988年AIランク、

価格類別格差金、 一一(1)--(5)、政府買入価格類別格差金、←→「銘柄米奨励金」、
通米奨励金。

自主流通米量には予約限度超過米を加えない。転作等達成面積の線グラフ上の数値は目標面積に対す

る達成率である。

2.本文中、全農5支所とは札幌・東京(東北・関東・甲信越)・名古屋(東海・富山・石川1)・大阪(近畿・
中国・四国・福井)・福岡(九州・沖縄)。

①~⑤政府売渡

xxx特別自主流

a図

b図

C図

d図

注1.

「日本農業年報xxvm 食管」資料編。田中 勉監修「米穀の流通と管理」資料編、食糧産業新聞社「わ
かりやすい米のハンドブック」昭和61年~平成元年版。食糧庁「食糧管理月報JVo1.32-6、Vo1.33-5、Vol.
36-2、Vo1.39-2・3・10・11、Vo1.40-2，Vo1.41-1・2・3、により作成。
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迫った。この t肉は1978{fiJ1<川利川両編対策」
の開始・政府買入米佃iの抑制・第2次 (fj米欣山で

の良食味米安求にあるO 加えて、 1978年玄米等級

幅の拡大改正(1 "-' 3 等を 1 等・ 4 て~を 2 等・ 5

等を 3等 22年振り)の影響も大き ~'o つまり、

この措置は米品質中の品位(米穀検査の物則的側

面)よりも食味(銘柄競争)の重祝を怠l床するか

らである O しかも、本改正では等級脳格差金をド

えj拡大したので、不作{fでは劣等地を一層不利化
した。

さて、本期で‘の光目逆さ、や圧縮は、政府巨人自Hi

怖の抑制Fで、政府先渡価格を上昇させて達成され
た。つまり、 2期でのような消費者保護のな場も

放榔する。加えて、 1979年産地品楕銘柄制の政府

民人価格への導入は、類別問の売買逆ざや徹の相|

w性をより明確化させた。例えば、 1980'lJ:.でのお1
JJfJ光買逆ざや額は 1知685・2煩1，183・3"-' 5知

1，78311JであるO これに対応するliれr良質米奨励
金 (A1，850・A 1，550・B1，100 fIj) との関係で

は、 3"-'5類米はなお政的米山{djをイi利とするが、

!な飢別米ほどに、良質米焚励イi;:の受給、つまりは

本制度米生産を釘不fJとする。結果として、第 lに、

「ササコシじ何Jjに支えられる起優良銘州 2川和

の作付拡大を、ぉ:しい兆候とする品栢更新が展開

した。第2に、本制度米111の』般銘柄米 (1978年

でのシェアは28%)の十!日当であるo 1978・1979'rf

と述続した特別販72対策 0978本:fiIJ)支米111の10%・

30)j t、1979年3%・10)jlの限シVfrHi栴/1<iV{以ド
で、の版光、なお1985年に第 21n]特別版J己対策 2 

写佐伯減免1 ・マゼ{l~4 )-jにポるも10%の住1111(不!点、'0

が採られた。ちなみに、本;liIlJ支米のw海以IJLiでの
~11 プール:lìlJ は、第 1 11I14.YJJIJU1x'J'e対策を契機とし

ての、 IJLiI 1本へのl欣n米先り込み策として粍臥す
るO なお、木市jでのー般銘柄米への不人気はイえIE

川流通米r[1のIr!J米iI1Ii怖の低迷として、日IJJ引に反映

されていた。第 3に、厳しい米作付;!iIJI5j}と類別減

倒的ii，'i:を強いられた北海辺4・5免:1やlIj-森4安J'!米
の什r~が、 1979年特別 1'1 jj市iu1米;IJ!JJD::Cむl文I((Jな
限界1l!l i 栴ノ:k ~f\以卜ーでの HN:/，己)へ、「とも fllì f11 J を

キIlむことで突入した。 → }j、1984年以降、仙川途

平IJ川米 (1986年恒例でのいl米作HI(fih千本は転fl:~、子

実施l(rj，W61.R万haの9%、この全1kI111'(以上のり1し

北海道・u.UL6 U ，~ . '，';';111以外Jヒ開 3U，~・伏木・ T

~)も流通を本:lìIJJ主へ委ねた。
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~1 4 JtJ (rl}編期) 1985年"-'1989年 1987'rf:359 

Jj t (予約限度超過米17万t・他用途利m米357i
tを除外)と、政府米316htを凌駕した。この

-t囚は1985年・ 1986年政府買入米価の据え置きを
経て、 30年振りの米価引き下げおよび米作付制限

の一層の強化である。そして、本期の建値および

不正規流通米の価格は、ともに超優良銘柄米での

高騰と一般銘柄米での絶対値低落として反応した。

つまり、 3期までの建値は、売買逆ざやとの相対

十1:1こ規定されて成立していたが、本期の建値は協

定価格の枠内に停まるものの、増大化した流通量

のもとで、 2段階米価方式を発動しつつ、需給本

末の白山価栴への接近を始めるものであったョこ

れを生産再価格形成の側からみれば、減額へ向う

助成金とも関連して、銘柄間競争に加えるに、ユ

ニットコスト(経営規模走)競争が蛾烈化するわ

けである O

ところで、 1990年「価格形成機構」までに、政

策、v，同が実施を辿られた課題は、 1つには本制度

米の流通疏通化のための、米流通組織の再編市Ijで

あり、 2つには巣地 [f]・米からの抜本的な絶縁策の

採川であった。まず、 11白書の整備はつぎの 3点で

経過的に遂行された。①1981年食管法改正(本制

度の法的.iiL沼・縁J改米と贈答米との農家保有米rt'
からの II.忍I-IJ・特定米穀 原料m米の流通ルート確
応・小必形態の多様化・本制度米の県内在11IHJjI'{充

実施)、②1985'r1:'米流通改善措目(特別集計百制度

予約限度超過米の本制度への全lfJj移管と集的結び

つき出家からの解放・ 2段階/K11Ili)j式の採山)、

③1988年米流通改誇大綱(2 )己~1m休:Iì!J の椛 \ì.

全出独 (ti :tì1jの排除・本;liIJf支米の隣接県問卸問[~(}1己

の1;'FIIj)である o -}J、後省は政府米b首長国:のi司

;む策 (1987 'r 1~'li初150)jt )を指し、第 3次(t-i米

以I日?を契機に允目立Jされた。つまり、政府の米I巾iれH年|ドi 

!皮交i侃l:百日1JJ:?:帝給f介九}L川l片，i]川i刊汁牟十|十i下|ド州11山叫JJ川11において、 I巾ドれ宇イ什f什年Iド:(ι1:)咋4市{子氾怨!!吐主 政g附イ4白:子fイι|正:叶陀{ 

11'山I片叱[

給i均句彼徳衡u化緊二急Lは文対、'E策長H以1) ~)米{長之 j行斤泊ì'口'j背t拡û広iよi 大の;市后廿安引足l日問)羽司免米

十米fl:1，j':JjlJ限のり!J.i会的分となる O この的目は政府

米の 11Ti:安機能としての食料安全保障を大I~I ，¥ ~こ後

返させた。

政策、liJ，，)をして、かかる抗日を二l、がせた汗;止に

は、江1:3次 ('1・米のつぎの特色が絡んでいる O すな

わち、本制度米ili:の拡大に(、iそう政府米の食味忠化

は、リ1リrJIJ!IH'rU段|桝で、の川



ング)やイ1: /11(の [111転侃j畠操作を1!t~.(3n~化するまで

となった。必然的な政府米のイ1]市化は保信;賀と過

剰米出火十rHIj'!!PlをI百六させる。いま、米管理に係

わる政的支11¥の L項目を抽H¥した場合、 1978年
6 ， 566億川(ッI~n逆さ、や出失40 ・ rlt流通米助成

24・過剰米損失補填4・;1<HJ利用再編対策費32%)

は、 1986{ド4，815億円(16・22・14・48%) とな

るO この問、一般会計予算中の農林関係予算は

1970年代11%から、 1980年代 7% (1982年3.7兆

円を頂点にマイナス・シーリング)へと緊縮され

た。 ~}j、「水!日農業確立対策」は未達成分への

強権的ペナルティ(叶該市町村への事業補助金と

当該農家への良質米焚励金との交付停止)を伴し 1

つつ、次年度以米80万ha規模(1992年作柄不良

を理山に10)jha減)で実施されてきた。一層の

競争原則!としての、本制度米の19901f1価格形成
機構」の-trl;(は以上のようであった。

4 -3. liiU由JIlll椅銘柄のJ:lli域性

本節の課題は一層の競ノÞJJ~iflgの l~üìíI (1986年)

を分析終W]として、ノjく稲川椅の地域的配置を考察

することである O この際、問題，立識の根底には、

光目逆ざやが*す地域的効*H) (米市給吊不変の

仮定トーでは、 IIIi"ド政府米作付I(，IWX先'(1逆ざやJf

縮本=11 L流通米作付IÜ日~!i j:泊分)が伏イ1: している。

さて、 1986"I:JIIて米の1l¥111[1) itl:847)j t ([日j年作
米の72%)は内科目1]にはつぎのようである O すな

わち、:1'ì何色~iJJ 1] (水稲税米822 ・ IliJ 料j*2~) ・ l堵稲

煩米0.01・11i] *;/rl /1( 2 )j t )、 ~2);1<稲純米JlJ途日IJ

( L食Jlj816・洲hiHi白米 G)j t )、③4く稲縦米安1i
叩l構JJj(Jヒ(1 釘!:3 5 ・ 2 矧 18 ・日紅白5 ・ 4 実J~ 4・5

lfi 8 %)、中町iJJ 1] l' 1 l.~流通米中( 1飢82・21fi32・
3知7・IjJ矧:il日6.5紅知i1口4%)入、 :5吉¥¥，;水k稲艇米lけ小!ドlのA
ランクヰ米ミ210)jtのJ川l日l

5日1• 'サササ一ニンキ~ 42 ・その(山 l:ÜJWI川，TI-II皮 I~~，・

[rYi] 11I・!よμ・)(jjが l:JI(U， ~ 7 • d~iliH;直i米 J1川1ft 1 

%)であるつ .)j、198G1r.w1I 本への ~rlr中の点

では、/1< fìR*~米 II\Hi) Iーはの66%(ちなみに、 30)j

t以卜の1[¥1'，:jの令:9りよ)・ 1'1L流通米iii;の73%・

銘柄米lii:のか1%・Aランク米ld-の品()%となる C

ここで、 I~)凶作作ノJ<fìTI** 米につし 1 て、り， 1Jjljl' 1 1・

流通米中・ [[i]銘州米中・[[i]Aランク米半・ [，i]j)川内

米fH、!の1[III，f'引NJJJえの 4mt~!での、 6 11¥ I"[ i)知引を

出ノJよしよう UU2参Hな 桁隙liii2 Ji'[I'dのIF.fII閃'i'1:
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にけ:1j。友 1 県別左・ qr欄下段)。すなわち、
①1'1 L流通米型 前3指標すべてが全国値より遥

かに，~;示事である O 銘柄米作付品種の首位が「超優

良銘柄産地品種」である(宮城・LiJ形・北陸)、

②臼主流通米>政府米塑 前2指標は①より低率

となる。銘柄米作付品種の構成上から、つぎの 2

群に分岐する (1日本晴J-滋賀・京都・山陰、

「その他品種」 兵庫・岡山)、③自主流通米=政

府米型 前2指標が全国値に接近する O この際、

自主流通米率~A ランク米率を特色とするが、県

内でのAランク米特化地域が臼主流通米出荷をす

るからである。 Aランク米の作付品種から 3群に

分岐する (1ササニシキ」 右手・秋田・福島、

「コシヒカリ」 東関東・長野・三重・南九州、

「その他品種中の局地優良品種J-1岐阜・LlJI場両

2県)、④臼主流通米〈政府米型 銘柄米率が①

wみに高率な県(和歌dl・徳島・香川・熊本)を
典明に、その指定が2類ゆえに政府米へ流れ、最

もl物2価現象を受け易い。銘柄米の作付品種か

ら2併に分岐する (111本|情J-愛知・和歌山・

徳島・愛媛・長崎、「その他品種J-静岡・奈良・

芥川・尚知・北九州)、⑤政府米型 銘柄米本が

傾端に低い(北海道・青森・丙関東・山梨)、⑥

例外明 銘柄米率皆無であるが、自主流通米制度

の発足年での実績から、 "ij米比本が高率(大阪)
となる。そして、 61+ \[11] り ~Ji'\~ を大局的に担保.す

る11与、 l'円'11主i流通米率はf杓'rド:オ小制{十付、JlIh-)1ι九iJ山山品llhINI
1，起包凶i俊ι良i銘柄J品i品A種J• I1川|本11，1庁削Ij-J. 1そのf他由品稽梧uの
!順|町IIJ'i出iに(低民トド.する O また、地，J5構成の地区類刑(3 . 
参Hのと!Ki介した場介、スケールJ~'{ 政府米IH向、

選択}¥'{- 1コシヒカリ」のりょ内地域特化、)it業
}¥'{ -1'11:，流通米11¥向、 およびA以之後者者-の!東梨.1ド州)凡川Lj1川| 

Jイ小本トド〉メ;への fチ山h川川1叶J叶lけ心，})同!戸足ぜ喝~ jけ山川d↑f刊l'門門1t午t:によるJ品11

{'、}よう O 以卜.にあっては、本邦における水稲liIl1桁

の行開成栄の地域的歪Ih主段附をも視野'に人れつつ、

作H/IIII柿構成の地域的変化を分析したい。

まず、 j点本法農政jt]以降での、/1<稲相!米の行柿

段ド怖を概観しよう o 1989作での;1<稲*~*の全[kWr 

HI小'l31\川~は、「コシヒカリ」・「ササニシキ」

に次いで 111本l情」であり、これらの作付I(，I砧??

[;1'(土木稲**米作付の49%を，Iiめる o 1 [1本附」が

196;~WII皮 11 ・和歌山で焚 I;JJJ/，，1， f'TIとなって以降、

197611:，泌)jh<1・ 30りよでポハに述ーするが、 この JI~

hWI切な件付1(，Ifliの的人-は、 1920"r代後、1':での 1/1



表 1 水稲うるち米出回り量と品種別作付面積(上段1976年・下段1986年)

出回り 量 作付面積による比率

k 
出回り 量 作付面積による比率

出 自主名 A
銘銘柄米 品種別 出 主自 銘 A 銘銘柄米 品種 別回 主 柄ラ 柄 回 柄フ

:品種構成 作付 率
り流ン

米品種構成 作付率 り 流通米 ン通米ク
実万 主ホi 米率ク実万米 米

率 NISKI 0 1 N 1 S 1 K 1 0 率 NISKI 0 1 N 1 S 1 K 1 0 数 t 率 率 率 数 t 率率

北海道 100 100 j強 賀 91 60 5 35 55 41 41 
76.4 16 100 100 17.5 57 94 21 96 66 22 12 64 21 15 

青 森 100 
尽 劃i 82 48 14 38 39 12 49 

35.0 91 4 4 100 100 5.7 49 86 21 87 53 29 18 46 25 29 
石ι'-' 手 68 14 86 10 90 

大 阪 100 100 
34.6 28 35 27 36 76 24 28 72 0.8 90 11 89 

宮 城 78 80 20 62 38 兵 庫 92 32 4 64 29 41 67 
41.5 85 97 78 99 81 19 80 01 20 16.3 69 77 25 93 39 15 46 36 14 50 

秋 田 85 41 96 3 97 
奈 良

24 100 ~~~l 60.7 22 50 13 50 27 73 14 86 3.0 19 24 25 100 
山 形 84 35 65 29 71 和歌山 50 99 11 49 51 
47.4 66 86 63 89 71 29 63 37 1.6 22 76 63 99 11 63 71 30 

福 島 17 52 48 41 9 2 85 ，鳥 取 87 59 41 52 48 
35.2 39 44 35 48 82 18 21 22 17 59 7.3 54 86 51 89 36 61 58 32 61 62 

新 潟 42 36 64 15 85 
島 根 64 56 15 29 36 101 54 

63.7 55 70 37 80 52 48 41 59 10.3 65 92 31 94 37 36 27 35 34 31 
官 |心 65 23 27 50 15 181 67 

岡 山 73 31 69 23 
21l +~l EEl 23.7 66 88 61 92 13 61 26 12 561 32 15.6 521 78 41 82 25 75 20 

石 )11 96 101 90 10 90 
広 島 64 100 4 1f~~1 14.6 711 83 52 86 53 47 。45 55 13.6 36 58 51 64 100 

ネ国 井 97 111 11 78 10 111 79 
山 口 71 46 54 33 

71l野)15.6 811 89 44 100 191 47 34 19 471 34 13.3 291 58 71 59 111 89 26 
茨 城 32 100 321 41 

徳 島 44 100 44 51 51 
25.5 441 64 391 70 751 25 581 42 4.4 391 76 141 75 78 181 4 59 131 28 

栃 木 42 511 49 39 211 40 香 )11 17 100 100 
30.2 361 56 291 64 661 34 401 60 7.5 321 77 61 82 81 92 71 93 

群 ，馬 8 381 62 57 31 39 
愛 媛 531 40 60 21 79 

6.7 5 2 2 6 100 61 94 7.0 171 39 11 44 67 33 30 01 70 
埼 玉 4 100 79 51 16 

高 知 19 100 6 円8i)12.5 61 5 51 12 100 6 121 82 4.5 321 39 201 55 471 53 4 291¥7 
千 葉 55 591 41 331 67 

ネ高 岡 611 37 631 22 78 
22.9 501 43 401 61 961 4 581 42 22.9 171 33 431 21 791 13 01 87 

東 J7ミ 59 61 36 
佐 賀 671 36 31 61 24 21 74 。。 17 161 67 12.6 191 42 41 50 271 10 631 13 51 82 

神 奈 川 39 31 58 長 崎 311100 31 121 57 
0.8 37 41 96 5.3 151 33 101 35 591 41 21 151 64 

|心 梨 100 30 70 費負 本 33 65 351 32 68 
1.6 8 35 61 58 21.3 151 69 31 72 41 96 15 31 82 

長 野 18.6
42 100 100 

大 分 47 100 5 95 
431 50 341 54 421 58 231 77 11.7 141 25 21 28 100 2 01 98 

岐 車 37 100 19 81 
宮 崎 60 541 46 9 321 59 

9.3 351 42 241 49 91 91 24 41 72 7.7 381 49 431 54 831 17 451 55 
静 岡 49 100 100 鹿児 島 31 100 61 94 

4.3 111 20 25 100 51 95 7.1 241 35 211 50 481 52 241 76 
愛 知 11.0 

221100 22 31 75 
111 40 51 42 631 14 231 27 61 67 

全 国 821.9
48 171 23 601 14 51 7 74 

重 12.9
35 571 43 5 201 75 391 53 271 58 121 46 421 9 91 18 64 

491 81 411 85 531 47 451 55 

註1.出回り量での自主流通米率・銘柄米率は水稲うるち米822万tの各県別出回り中の主食用のみの比率であり、
Aランク米比率のみ酒造好適米を含めた比率。作付面積での各比率は酒造好適米を含む。

2.品種別記号 N r日本晴J S rササニシキJK rコシヒカリJ0 rその他品種計」。銘柄米品種構成中のS
Kは、福島のみ76年52%Sのみ、 86年S47%・K35%で東北他県はSのみ。なお、品種別作付率欄のOでの
( )は対比両年次間での首位品種が変わらなかったことを示す。

東北以外の県はKのみ。また、品種別作付率中のゴシックは首位作付品種を示す。なお、作付面積実数は76
年251万ha、86年209万ha。
3.本文中、出回り類型決定上での高比率基準 自主流通米率>50、銘柄米率>70、Aランク米率>20%。
4.表中Oは出回り実数が千tに満たず、比率は0.4%未満。

5.沖縄県(米作付面積749ha、収穫量0.24t、出回り量ot)を省く。
6.農水省農産園芸局、 86年「品種特性表」より算出した75年以降育種品種の各地区別作付率はつぎのようであ

る。全国値38%・北海道95・東北36・北陸21・関東・東山・東海33・近畿4・中国21・四国38・北九州66・
南九州44。資料・食糧庁「米穀の品種別作付状況」・「米穀の品種別出回り状況」両年次により作成。
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開革命J~JJ における「附ユレJB2 7J-Jが1939W23)j

haを樹ウ;した li~U を、 íìì攻後川相」として大 rp!Ii(こ

凌鰐したものであった。 1日)この忠義は1960年代本

の米過剰を山射させた *J<:1/~安定 lll!1樟 (1境地で、の 1(1卜I

倒伏、)~(j:山で、の Iflifi令をベースにしたInir病|耐H巴の多

収性i"'，，Niの 11il) に代付して、 '1 1間品種(主~l/fムt

íi↑:'tと組食|沫H~H'I: との '1'11¥1)たり得たことであ

る。つまり、 i11本III'fJは多収と良食味という対

抗特性を山!JIlした点で、fJH史をlillIし、広域JIlli柿

としての爆発l切な行投(ただし、福島以出)をみ

たのであった。

i 1 !本IJNJがのちj斬減して、 1989年11万ha・

26リ1Lとなる推移は、「コシヒカリJが1956{f新潟・

下葉で、「ササニシキJが1963{j:宮城で、焚JJ1JJ川柿:

となって以降、 1976W，jij者17万ha・24県、後者

12)jha・4Mを粁て、 1989年niT1'i-47)jha・40リIL、

後有20)jha ・ 6 リ)~ un ，u~ には 76'""-'80年間でのみ

作イ、Dとなるif&Wで¥1976年と1986年とでは il!
本時」と「コシヒカリ」の作付而積は相対蹴するO

この際、起食味良好'r't:の 21'''¥梧は、食味との対抗
特性である 1(IÎt~rÀI性を内蔵したままで、専ら農薬多

投と周到な栽土庁~-~;f'H に依って拡大してきた。一庁、

1970年代以降では、北海道・青森という寒地稲作

の著しい進版1Glと，JLj1半j暖地で、の停滞という事情

があるO その点lこも触れつつ、自主流通米制度と

米作付制限と(J)ldali-が本格化する期間を挟む1976・

1986年を採って、 I1111栴~新の地域性を把握したい

(友 1右側)。なお、食|床追及期の品種更新の特色

として、その成果は対抗特性たる単収 L昇にも反
映されるので、本分析はtttlt>(の動向にも百反する

(図4)。

北海道 1986年では14支庁巾、宗谷・根室・釧

路の 3支庁を除いて作十Iけられたが、 LJII・雫知・
石狩3支庁の作付構成比の年次変化(1969年73・

1976年74・1986年76%)は乏しい。 1986年類別作

付率(2類 1% 道南晩生樟「巴まさりJ71年育

種・ 1974年2類指定、 3類 1%-iユーカラJ19 

64年育種・ 1981年3類指定、 4類17%-iキタヒ

カリJ1975年育種・ 1984年4類指定・ 1988年一部

3類指定・ 1982年'""-'1984年首位作付・ 5類81%)

のもとで、臼主流通米本16%であるO 育種段階は

つぎのl同期からなっているo iユーカラ」で栽培

安定性(耐遅延冷芹 成長HI盛化)を前進させ、

「キタヒカリ」が if!本晴」の県奨励品種化から
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12年後に、 'l'Im品種(耐|喧宮冷;ijーな熟充実化)
[ドJu{!:としてそそ場する。そして、その先端に同 L

食味llull純級の「きらら397~} J (1988{ド行純、 1990

{ff!:イ、J'2位、!手)j!こ「コシヒカリ」の1(1l統)をも
つにポった。|同j訪問jな単収卜~1l は、まず冷計年で

のtj'i.収(1956年149・1964年264・1971{j:271・1980

fド355 比較青森265・岩手293kg)として現れた。

1960年代後、1':では西東北の単収の78%であった相

対'r'j:は、、1980年代後半では87%へ飛躍した。なお、
かかる巾以上白力IJが米作付制限による限界地カソト

での、~IC!(内憎力LIではないという分析もなされて

いる。17)ともかく、従来から短かった品梧更新の

スパーンは、 1982年頃から加速し、 1986年作付IftI

砧の95%は1975年以降で、の育積品睡で、Iliめている。

激しし，i"C位lull種の交替(例えば、 1985年'""-'1988年

で「キタヒカリ」の作付率18・18・19・5、「ゆ

きひかりJ1984年育種12・12・25・47%)であるO

*北第 1に、 1976・1986年対比での「ササニ

シキ」の百森以外 5県での作付伸長があるO 第 2

に、「キタヒカリ」より 6カ年早く、北東北は中

!日j川梧「卜ヨニシキ」・「ササミノリ」・「キヨニシ

キJ(最後者は1986年秋田 2類の臼-1:流通米)の

段階に到達していた。第3に、「アキヒカリJ(青

森特別["1主流通米)を介して、 1980年代前半の 4

年連続イ什乍(直後に新稲作運動)を契機に、「サ

サニシキ」不適地への代替品種として、「サトホ

ナミJ(父「ササニシキJ)次いで「あきたこまち」

(1手「コシヒカリJ)を輩出した。これら極上食|床

級の新~dlf重は、北海道でのそれらをも加えて、

「乙k戦争」を展開するO 第4に、全国I:Hlr']り量

'11の31%という量産を背景に、制度別・類別の地
域的編成(福島が典型)が明瞭であるO なお、単

収は最高水準を持続しながらも、 1969・1986年対

比のやilび率は北陸・北九州並みに鈍っているO
北陸 1976年時点での西3県の高銘柄米率は、

すでに、基本法農政期に、その良食味性を誇った

「越路平生」・「ホウネンワセJ(機械化不適、「コ

シヒカリ」の 2姉)によるものであったo iコシ

ヒカリ」の焚励品種としての採用は西漸の様相で

進行し、育種地の福井への導入は、栽培難を理由

に遅延した。しかし、 1980年代後半には4県とも

に首位品種は「コシヒカリ」となった。その普及

率のlpさは、かつての「品種革命期」での移入米

攻勢に、早期良質米の特性を発揮した父「農林 l



図4 県別10アール当たり水稲収穫量の変選

「日本晴」伸長期

1976年"'79年の4カ年平均

「ササコシ」伸長期

1980年"'83年の4カ年平均

「ササコシ」全盛期

1984年"'87年の4カ年平均

571 旬以上/10アール

O 
541 -570 

511 -540 必1-480 

481 -510 口330以下
註1.本図は、長岡顕編著「日本農業の地域構造」大明堂 昭和53年大石堪山論文131頁の図を敷桁・継承して作成
しfこ。

資料農水省「作物統計」各年度により作成。
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り」とも共通するO しかし、総合農政則以降の単

収は相対的にも不振である。その打開は「諸原型・

砺波刑・坂井型18)Jなど稲作生産組織の今後に

かかっている O

北関*・東山 第 lに、 1976年時点で決城・千

葉の1ft作早期米産地がすで、に銘柄米として導入し

ていた「コシヒカリ」の、栃木・長野への拡大と

いう特色があるO 第2に、 ':':j度化のうちに再生し

てきた複台生産(経?:?も)が稲作期の変更(転作

麦の拡大による縞葉十llj病対策)を迫り、 1976年時

点で[flj関東で非銘柄とはいえ、定若していた「日

本時」は1986年時点ではほぼ一掃された。その際、

品栴~新は「初県」などの「コシヒカリ」系に多

く求められた。なお、北関東の単品〈は1960'rf代後

、ドでは北九州の91%に過ぎなかったが、 1980年代

後下ほぽl'iJ水準となった。 -}j、県tp.年度単収で

は、終始、 I凡i東北、iじみの長野は、 1987年607kgと

6 カ年振りに全凶行似のH~を獲得した。

[Jljll本第lに、 1986'rj:1コシヒカリ」作付率

が北|培、昨みの下葉・ :. qi:・，:';j知・!有九州があるO

いわゆる関東早期l米および両市暖地'，'.10J米地帯
(東海以[JLjの9月3011までの 3類以ドの受検米産

地)への「コシヒカリ」の進山である o [，刷，f山刈h川'J1λ}μ行，f?;-が裾

米，i上討、1判|

f年1下-:・ 19H6年対比で、 '1:.Jlr I1 tft~少性・ ['11:.流通 l註減・

[da1ド次I/¥j(rf{0JJ，梧のJI:.1Ji新 ・、叶liJ談変「片i1市判1¥刊付位¥'心仕ιω'1:，引1:，υ川:}1」布川IJA山川川I1hVIHJ凶IJAI1l師[(にこよる

Aランク米)形陪凶!成4点Lの，iれ行ι)点I
1良込;込~ . 1川山111似場.入六4分がある O 棚川.谷I地也川が多く、 LJ 

1校jf大で伝統的なu食味米作i也である。しかし、
過疎化と'1:.Jl王者，'，;j齢化が稲作以退を強いているo

~13 に、 1986 1 1-:n ，j点で、なおも 111 本1I，1j-Jの行伏

"IIIIHiギ・|川l川，iL山L¥日JIJ川l
または;刊、，'J'札札枕tという!点i収uば;河海i何止 2リ!:ト.J北仁近f殺長3リ1Lト.干和|川|じ;枇;欣欣向|け山I[ • 
|川山[1除 . f.他J止忠ιttιωμlしリ川，1;μ1;

のヰ中特、与?色は、|コシヒカリ|レパ11'1、]"1'/1JJIIであるが、

その1'H，j"J山は作り ， ~O) [ 、(~J ヒ↑11.での t~冷地{!lIJ: こ ;[JI陥(-)さ

れる C 日iに、 i[ 1本11，'iI 1'1'1 ']"ω 後辺 .q~裂では北

関*と共通する北九州、|がある。この際、稲作/卜jV
) )においてliij行が発出|下Jであるに対して後1行が作

;':IJl'内保判|を111する}¥'，(で文、j"!l({(内である o 11.変JilifiiWI:の
メッカ・北九州、11:1¥における 111本If，liJの消iえに

は、つぎの経緯があったc すなわち、 1960{付!ド〈汗f代に後

、下|ドtの 「新{J，佐'J[んI正:fη1段附」 を j杭J主!比~1υ1/行、Jぺ守E1?:?- 交;定!l正どi主ヒLUJ:ム;，1了u而lJAんIlU山11

で、 1970年代的平では「レイホウJ(父「ホウヨ

クJ-1972年全九州諸県での 2類銘柄)が16.0)jh 

aの統一品種振りを誇った。 1970年代後半で、 rtJ

問品積「日本|情」が登場したが l類銘柄には成り

得ず、また、首位品栢たり得たのは長11時のみであっ

た。その最高作付面積も1976年5.4万ha(普及率1

5%)を天井にド降過程を辿った。なお、 1980年

代後、I~.では「日本晴」系の「黄金!情」をも含めた

適地品種の多様な作付に入った。ために品種更新

は北海道に次いで激しい(表 1注参照)。なお、

抜本的な晩生稲作(暖地稲作の本来的複合生産下

の熟期)へ復帰を介.てた熊本以外4県では、銘柄

米率が全国値以下へ低ドした。従って、単収も、

両市暖地早期米地帯での底上げ現象(1960年代後

半に対する1980年代後半の指数120%、比較北九

州104%)とは対照的に、両日本での停滞現象の

耐となっている。そこでは、域内の最両単収県も

佐引から熊本へ変化した。

5，おわりに

1987年を境に米穀政策は一層の競下原聞を導入

している O 本稿はその前!日jを分析期間としたが、

そこでの稲作地域性において、すでに長退地域と

允民地域との分化がIljJJ.xり明瞭に別れている。そ

の故大の問題点は、米 t，7f地移動の兆候とも関述
して、収益性無視の兵辺地域の稲作がいつまでそ

の限界性を保持し1:}るかの点で、ある。かかる事態

は米'1~.JJf~調整対策の 1I 僚としての、/}<川，i;jJ支利片j

の地域均衡的な)民間はおろか、水川が*す環涜保

全の機能さえ、五till地域から消滅させるであろうO

以j品地域を実質的な陵介キ117:?に参Ilt'jさせるノj

策は、食絹fl給ギI(，J1'.の以肱1'1決と弔:なって、エ

サ米拡大を令:L'.とする o 1987W IH(fi仇対策」はエ

サ〉択を'li.L;作物にd、忘したが、すでに1980年以降、

行阿機関が取り組んできた「逆仁・ 1，・ :.Jj式」

の!点以を以辺地域へ佐;11じして導入すべきである O

この際、 ffj1 TL試案の社会肋定(エサ米をfTむ米全

iiiの政 J{JJ:'l人×弘北側;利dliぐ~)It幣税制iir'i 十米'!:.1m ，出1

4担トdil!JJイi;:十予約限度|付目人XJ}lU米f!lIi) はぷl疫がJ
である 20)__)j、19871ド食料Uj:j孔認の特別j実情米

を協I，ij組合間の促併米にか:えて、日1)民主!i多投卜に

食味{州市・コスト凡な1'1L流通米を似本|刊に系しさ
ねば、ならな~ ¥0 
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付表 米生産調整対策の推移

稲作転換
米調急生整措置産緊
稲作転換 水田総合 水田利用再編対策 水田農業確

対策名 パイロ γ
対策 利用対策 I 期~ 3期 立対策前期

ト事業

期間 69年 70年 71-75年 76-77年 78-80年 81-83年 84 -86年 87 -89年

調整目 全国
米数量配分 作付面積配分 同左同 左 同左同左

自主
標の配

転作
一律 傾斜配分 ・予約限度数量と 公平確保措置・転作等目標未達成面積の次年度累積と 転作未達成市町村の事業補助金

分方法 減反 連動。単年度需給均衡方式。予約限度数量からの差し引き措置・ペナルティ方式。 と良質米奨励金の交付を停止。

対策 緊急 本格的対応 土地利用型作物 中核農家への 同 左

主 眼 減反
同左
集団化展望 の自給率向上 水田利用集積 米需給均衡 同 左 地域転作体系

態様 転作 託預 託預 託預

|ト峨作月期転年永性午作特例物午
転作

菅理転作 障全菅理 保全菅理管理転作 転菅理作 保全菅理
作目
区分

ーートー

自ふ 年以内3年4 6 l 

2.0 3.5 3.0 4.014.013.513.014.0 3.015.515.514.0 4.014.0 4.015.015.013.513.0 3.513.0 3.514.215.012.712.2 2.712.2 2.2 2.012.510.7 0.710.7 

a 0.5 C1d 7 1 5 1 3 e 21 2 113 1.211.3 gllllu.75IO.75 0.75 121 2 11.511.5 1.5 k212105 
加算額

b 1.0 d111 11 11 11 1 If 111 10.7 0.710.7 h111 10.7510.75 0.75 J1111111 1111105 

モ自-己T 1Eコ
7 ア イ ウエ オ カキ クケ コサ :..-ノ スセ

回大豆 ・飼料作物(含青刈り稲)・野菜 回稲作転換対策での特別転作物 回麦類・そば・てん菜を加える 回温

州みかん・ぶどう・ 黄桃・ 茶はネガ作物因直ちに転作可の状況を指す 因ハトムギを加える。回桑を除外 因て

ん菜 ・青刈り稲を一般作物へ、ホーノレクロップサイレージを加える。回りんごを除外 回奨励金交付・契約栽培で

自流米ルート・加工原料用のみ 困前対策下の特定作物・飼料用米を加える。図野菜・たばこ等 因特別豪雪地帯

のみ0.9加算回もち米製品・清酒へのアルコール添加減少用を加える。

加算態様記号 a普通転作・寄託休耕 b特別転作(集団・永年) c集落集団の転作 d前年との伸び率に対して
e • g計画加算(地域ぐるみ立案) f・h団地化加算(稲と転作物の輪作=田畑輪換型・転作田団地計画移動型=
ブロ ック ローテーション・ eと重複可転作定着化推進加算第 1種 (f • h・地区水田過半を畑地化の集落恒久

転作加算) j同第2種(中核農家育成の集落転作・田利用率200%以上の高度利用・地域創造性転作定着の特認・市

町村1作物地域特産の4加算) k生産性向上加算(規模拡大 ・生産組織・団地 ・畑転換・ 産地形成・特認) 1地域

営農加算(生産者団体の転作計画推進・ kと重複可)。

資料農水省農蚕園芸局農蚕企画室 「転作の現状と今後の方向」昭和54年 資料編

「食糧管理月報JVo1.32-6、Vo1.33-5、Vo1.36-2、Vo1.39-3により作成。
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